
1.人材不足
──日本に課されている課題

ⅰ.日本の直面している課題

　図1に明らかなように、日本の総人口は減

少傾向にあり、その中でも労働力を構成する

18 -64歳人口の減少が顕著である。

　しかも、若年労働力人口が減少するのに

従って、労働生産性（後掲、図2）も低下し

ている。2005年の日本の労働生産性(就業

注）昭和16－18年の年齢別の推移は調査
が行われていない
出所：総務省統計局『日本の統計２００９』

図1　日本総人口の推移

留学生らしい視点と、遠隔教育により外国人労働者

の受け入れを増加させるというアイデアの面白さが評

価されました。
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者1人当りの付加価値)は、61,862ドル (789

万円/購買力平価換算)でOECD加盟30カ

国中第20位、主要先進7カ国中では最下位

である。そして、65歳以上と14歳以下の人口

の減少が労働力人口の減少よりも遅いので、

日本の国際競争力と社会福祉は、今後、ま

すます劣化していくことが予想される。

　こうした状況への一つの対策として、文部

科学省や外務省など6省は2020年をめどに

30万人の留学生を受け入れるという「留学

生30万人計画」を具体化するための骨子を

まとめた。骨子によると、在外公館や独立

行政法人海外事務所などが連携して留学情

報を希望者に提供する。30校の拠点大学な

どでは、英語のみでの学位取得を可能にし、

他国の大学との単位互換の仕組みを整える。

外国人教員の採用も増やし、9月入学の促進

も図る。そして、日本政府や民間組織も外

国人の在日就労を積極的に推進する。

　しかし、これらの政策は効果があるので

あろうか。日本政府が1999年11月に閣議

で策定した第9次雇用対策基本計画を提出

してからすでに10年が経過するが、図3、4

を見ると、日本における外国人労働力人口

は欧米諸国に比べると全体数も構成比も少

ない。海外人材の育成が立ち後れていること

は明らかである。その要因はどこにあるので

あろうか。

出所：経済産業研究所「JIPデータベース2008」より作成

図2　日本の経済成長の要因分解
（市場経済のみ、付加価値ベース、年平均伸び率）

図3　先進諸国外国人労働力総人口（千人）

出所：労働政策研究・研修機構『データブック国際労働比較 2009』より作成

図4　先進諸国労働力人口総数に占める外国人
労働力人口の割合（％）

出所：図３に同じ
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ⅱ.欧米諸国における海外人材の利用

　この問題を検討する前に、海外人材の活

用政策に関する欧米諸国の状況を確認して

おきたい。イギリス政府は外国人の高度人

材を優先的に受け入れるために、2002年1月

から「高度専門技能移民プログラム（Highly 

Skilled Migrant Programme-HSMP）」

という制度を導入した。

　表1によると、HSMPを通してイギリスに入

国した人材は、大体インド、パキスタン、オ

ーストラリアなどのイギリス連邦加盟国からき

ている。イギリス連邦加盟国はそのほとんど

が英語を公用語かそれに準ずる言葉として使

用している。また連邦加盟国の国民は100

年以上もの長期にわたって教育、言語、文

化等のアイデンティティに関わるイギリスの基

本的な諸分野について理解を深めているの

で、比較的早急にイギリス社会に溶け込み、

イギリス社会に貢献することが期待できる。

　フランスにおける外国人労働者の受け入

れについても、イギリスと同様の特徴を見い

だすことができる。2007年9月18日に国会へ

提出されたオルトフー法案は、海外から人材

を受け入れるに当たっては「フランス語の習

得と共和国の理念への知識が不可欠である」

と規定している。フランス語が習得できてい

ると、社会への参入、つまり雇用へのアクセ

ス、そして社会生活を営む上では欠かすこと

 出所：労働政策研究報告書No.59「欧州における外国人労働者受入れ制度と社会統合」（2006）

表１　主要国籍別HSMP受入れ状況（2002－2005）
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のできない住居へのアクセスのための手続き

が容易になるからである。世界にはかつてフ

ランスの植民地であった国家がたくさんある。

これらの国家はフランス語を公用語としてお

り、国民はフランスの伝統と理念をよく理解

している。フランスも海外人材の備蓄は豊富

であるということができよう。

　ひるがえって日本の場合を考えてみると、

外国人労働者を受け入れるに当たっては、や

はり、日本社会の在り方と「日本人とは何か」

という理念について教育を行うことが重要で

あろう。そして、そのためには改めて日本社

会の中に外国人材導入という問題についての

国民的なコンセンサスを形成することも必要

となるであろう。

　現在、世界で日本語を使っている国家は

日本しかない。そして、日本の文化・伝統・

理念などのアイデンティティに関わる諸問題に

ついて理解することは外国人にとって非常に

難しい。海外から人材を受け入れるに当たっ

て日本が直視しなければならない問題の一

つは、日本語と日本文化について国民的な

レベルで理解している外国が、イギリスやフ

ランスなどと異なり、存在しないという現実

である。

　しかし、この問題は、インターネットに依

拠した遠隔地教育によって解決をすることが

できるかもしれない。

2. インターネット遠隔教育
 に基づく海外人材成・
 開発戦略への提案
ⅰ.背景

　技術在留資格を取得し、日本に入国する

ことができた労働者の国籍（州）別内訳を見

てみると、平成19年には83%弱がアジアの

出身者である（図5）。図5からは確認できな

いが、ここでアジアとされているのは、主とし

て東アジア地域のことである。東アジアに海

外人材育成・開発戦略の重点を置くことの重

要性をここにうかがうことができる。

　1990年代初めからNIESをはじめとして

東アジア諸国ではインフラの整備が加速し、

インターネットの利用を促進している。中国

とASEANのインターネット普及率も急速

なスピードで上昇してきた。2007年の東ア

ジアのインターネット普及率を見ると、中国

図５　平成19年国籍（州）別技術在留資格取得者人数

 出所：総務省統計局『日本の統計2009』より筆者作成
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が16.0%（2008年22.6%）、ベトナムが21%、

マレーシアは56.45%にも達した。今や東アジ

アにはインターネットのためのハードウエアの

基盤が整備されている。むろん、東アジアは

まだ多くの課題を抱えている。例えば、デジ

タルデバイドの存在である。インターネット普

及率の格差は、日本、NIES、ASEAN、最

貧国間の「アジア内格差」だけでなく、それ

ぞれの国の中にも「都市と農村」、「教育水

準」、「収入」という様 な々格差が存在している。

ⅱ.実施

①デジタルデバイドの解決

　これからの日本は、以上に見てきた状況を

ふまえて、東アジア諸国との協力を推し進め

る必要がある。そして、日本の経済的な優

位性や発展の可能性を広げる鍵もこの点に関

わっている。

　東アジア諸国、特に発展途上国が ITの

恩恵を得るためにはインターネットを利用す

るためのインフラの整備、そして技術、人材

の育成などを図る必要がある。日本政府は

東アジア諸国のIT革命を後押しするために、

総額150 億ドルを拠出し、デジタルデバイ

ド克服のためのインフラ整備、人材育成な

どに取り組む「e-アジア構想」を打ち出し

た。ASEAN諸国に日本、中国、韓国を加

えた13カ国でインターネットの基盤整備を推

進する構想である。これはASEAN 内で浮

上していた「e-ASEAN」構想を拡張したも

ので、2002 年5 月に開催されたASEANと

日中韓の経済閣僚会議で構想の実現をうた

った共同声明が採択された。構想の具体的

な骨子は、情報通信分野での技術協力、電

子商取引ルールの共通化、情報関連投資の

促進などとなっている。「i モード」をはじめ

とした携帯電話によるインターネット利用など、

日本が欧米に先行する分野で、日本の技術

を東アジアの標準技術とすることが追求され

ようとしている。これらの政策が実施に移さ

れていくことは、東アジアにおいてインターネ

ット遠隔教育を実現していく上で有利な条件

だということができよう。

②インターネット遠隔教育と人材の選別問題

　インターネット遠隔教育を東アジアで実施

するに当たっては、事前に人材を選別するこ

とが重要である。具体的にいえば、(ⅰ)海外

大学・研究機構（高度専門技術者）との日

常交流、(ⅱ)外国人IT技術者・エンジニア

に向ける語学・職場教育と、(ⅲ)外国人労働

者・留学生に向ける語学・社会事情教育とい

う三つの階層に分けて、重点的にインターネ

ット遠隔教育を実施する必要がある。

　海外高度専門技術者を対象としたインター

ネット遠隔教育については、主に海外大学・

研究機構との交流協定に基づいて日常的な

インターネット通信に依拠し、日本と東アジ

ア諸国の大学・研究機構の日常交流・情報

交換を重視する。従来の日本と外国大学の
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交流方式は、主に訪問学者と交換留学生の

派遣であった。こうした交流方式は微妙な

感情や情報の交流を可能にするというface-

to-faceならではの特長を持っているが、コス

トが高く、参加者の範囲が狭いという欠点を

持っている。技術・情報は日々速いスピード

で更新されており、導入した技術・情報の有

効期限を確保することも重要になっているが、

伝統的な交流方式では交換の速度が遅いと

いうことも問題となる。幸い、インターネット

通信技術の発展に伴って遠隔教育の手段も

進展している。特に「e-アジア構想」の実施

によって東アジア域内ではインターネット遠

隔教育のための好条件が整備されつつある。

インターネット遠隔教育を活用することによっ

て安いコストで海外との交流を広げ、速いス

ピードで日常的な交流と情報の交換を進める

ことが可能になると期待できよう。

　第2の階層である外国人技術者の育成・

開発を目指すインターネット遠隔教育は、主

に海外の大学との交流協定に基づいて外国

の大学生に向けて実施する。日本からの東

アジア諸国に対する投資が増加するに従って、

日本系企業への就職は外国の大学生にとっ

て魅力的になっており、日本語の勉強も盛ん

になっている。海外で2008年に日本語能力

試験を申し込んだ人数は538,925に達した。

外国の大学生に向けたインターネット遠隔教

育では日本語教育だけでなく、日本に関する

「基本教育」が重要である。具体的には社会、

文化、社会福祉制度など日本に関する紹介

を行い、外国の学生に日本の理念と日本へ

留学・就職することの有利さを知らせ、日本

社会にとって重要な意味を持つ海外人材を

備蓄するための基礎を整備するのである。

　この点に関わっては、日本と外国の専門学

校の協力を強化することも重要である。イン

ターネット遠隔教育を通じて外国の専門学校

と協力して日本語教育を重視するだけでなく、

日本にあう技術標準、OJT制度などを紹介し

て、チームワーク・デバイド 1）の解決を目指

す必要がある。

　第3の階層である外国人労働者・留学生

に向けてのインターネット遠隔教育では、主

に日本の大学・各地方自治体と協力して日本

語教育を強め、さらに日本の法律・規定・

ルールなどの紹介も重視する。近年、外国

人の来日人数が増加するに従って外国人犯

罪も増えている。しかし、その中には「日本

の法律がよく理解できない」という原因で犯

罪をしてしまった人も少なくないはずである。

公的機関やNPOが開催する日本語などの講

座であっても、多くの来日外国人にとっては

コストが高く、受講をあきらめてしまう場合

が少なくない。しかし、インターネット遠隔

教育はコストが安くて、参加者の範囲を広げ

ることが可能になる。

　インターネット遠隔教育は伝統的な教育

方式に比べると感情を含めた交流を図るとい

う点で弱点を持っている。しかし、安いコス
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トで教育参加者の人数を増やし、国境を越

えてより多くの人材が育成・開発できるという

大きなメリットを重視すべきであろう。

3.今後への期待
　私は「e-アジア構想」によって東アジア諸

国をインターネットでもっと緊密に繋ぎ、情

報・技術などの交流を加速することを期待し

ている。特にインターネット遠隔教育の国際

利用は日本にとって現実的であり、それを実

行に移すことには戦略的な意義もあると考え

る。インターネットを通じて日本の理念を広

げ、東アジアの国際理解をもっと深めること、

そして安いコストでグローバルな視点から人

材を育成・開発・導入して国際的な競争力

を維持し、高めながら、安心・共生・多彩

な社会を作り出すこと、それが今、日本社会

に求められている喫緊の課題なのではないだ

ろうか。

文中注

1）外国人と日本人の理解や考え方の差異によってチーム
ワークに障害があること。
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